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一  般  質  問  通  告  書 

 
令和 6 年 5 月 23 日 

 
高山村議会議長 西原 澄夫 様 
 

高山村議会議員 山 嵜 秀 治            
質 問 事 項 質問の趣旨 

1、「消滅可能性自治

体」のリスト公表に

ついて 

 民間の有識者会議が４月に「消滅可能性自治体」のリストを公表しました。

20 歳～39 歳の女性の人口が 2050 年までに半数以下に減る自治体を「最終的

に消滅する可能性が高い」とし、全体の 4 割 744 市町村がこれにあたると推

計したものです。本村もここに該当するとされましたがこの受け止め等を伺

います。 
 

質問要旨と質問 
・全国町村会の吉田隆行会長（広島県坂町長）は「20～39 歳の女性人口が半

減するという一面的な指標を持って線引き」しているとし、「一部の地方の問

題であるかのように矮小化されてはならない」と批判しています。「私はナン

センスだと思う」丸山達也島根県知事。千葉市の神谷俊一市長「自然減対策

のメインが自治体であるかのような間違ったメッセージだ」と苦言をしてい

ます。リスト公表についてどのように受け止めていますか。 
・「人口減少には様々な背景があるなか、なぜ若い女性の減少が『自治体消滅』

になるのか」との批判が出ています。「子どもを産むのが女性の役割」といわ

れているようで、かつての大臣の“女性は産む機械”発言への怒りがよみが

えるという声もあります。こうした声をどう受け止めますか。 
・国が教育や社会保障を切り捨て、市区町村に責任を押し付けた結果、財政

力の強い都市に人口は集まり、地方が衰退することになったのではないでし

ょうか。地方自治の専門家からは「自治体に責任を転嫁せず、政府が何をす

るかが鍵だ」との指摘があります。子どもを産むか産まないかを決める自由

を保障し、希望する人が安心して子育てできるようにすることが国の責任と

考えますがいかがでしょうか。 
・もちろん地方自治体もきめ細かな子育て支援を一層進めることが求められ

ますがどのように考えますか。 
質 問 事 項 質問の趣旨 

2、訪問介護事業につ

いて 
介護報酬の改定で、訪問介護の基本報酬が４月から引き下げられました。

身体介護、生活援助など訪問介護は在宅生活に欠かせません。この影響など

について質問します。 
質問要旨と質問 

・長野県社会保障推進協議会（長野県社保協）が訪問介護所にアンケートを

行っています。そこでは回答された事業所の９割が基本報酬引き下げに納得

していません。これをどのように受け止めますか。 
 
・訪問介護費の引き下げ撤回を国に求めるべきと思いますがいかがですか。 
 
 
 



※ 質問の趣旨・要旨は、わかりやすく記載するようご配慮ください。 

 
質 問 事 項 質問の趣旨 

3、地方自治法の改定

について 
政府は、3 月 1 日地方自治法改正案を閣議決定し、現在国会で審議されて

います。この改正案は、団体自治を侵害し、地方自治の本旨に反する指示権

の拡大だとして自由法曹団は批判しています。地方自治法改正案についての

考えを問います。 
 
 
 

質問要旨と質問 
・この法案の最大の問題は、政府が「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」 
と判断すれば、国の地方自治体に対して発動できる「指示権」を導入するこ 
とです。災害やコロナを例示していますが「重大な事態」の範囲は曖昧です。 
時の政府の勝手な判断となるのではないでしょうか。憲法が保障する「地方 
自治」を踏みにじり、地方自治体を国に従属させる関係に変えるものといえ 
ます。この点についての見解を伺います。 
・災害やコロナに乗じて地方自治破壊の仕組みを導入することには反対です。 
国に廃案を求めるべきと思いますがいかがですか。 
 
 
 
 
 
 

質 問 事 項 質問の趣旨 
   

 
 
 
 

質問要旨と質問 
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